
平成２７年度国の予算に向けて 

2014年8月9日 

福島県 

福島県復興シンボルキャラクター 
「ふくしまから はじめよう。キビタン」 

資料４－３ 



 １ 避難者支援の充実…………………………………………… １ 

 ２ 保健医療福祉人材の確保…………………………………… ２ 

 ３ 復興を支えるインフラ等の環境整備……………………… ３ 

 ４ 風評払拭及び風化防止……………………………………… ４ 

 ５ 福島における再生可能エネルギーの 
     飛躍的導入に向けた補助制度の継続・拡充など…… ５ 

 ６ 医療関連産業の集積に向けた支援………………………… ６ 

 ７ 地域経済の復興に向けた支援……………………………… ７ 

 ８ イノベーション・コースト構想の着実な推進…………… ８ 

 ９ 避難解除区域等における農林水産業の復興……………… ９ 

１０ 福島再生加速化交付金の改善………………………………１０ 



 ●３年５か月経過 
   （これまで自宅を離れた経験が少ない方々の苦悩） 

 ●孤立化、引きこもり ●震災関連死 

 ●避難生活による身体的・精神的疲労 

 ●疾患・生活習慣病 

 ●希薄化するコミュニティの維持・放射線不安 

 ●生活再建支援(就労支援・損害賠償等） 

 ●新たな生活拠点への移行支援 

 ●様々な課題に対応する相談員の不足 など 
 

課題【健康と安全・安心を守る】 

避  難  の  長  期  化 

課題と今後の検討の方向性 
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 ● 分散化する避難者に対応できる相談 
   体制の強化(特に必要人員の配置) 

 ● 関係機関や地域ネットワークとの 
   連携による総合支援体制の構築 

 ● 複雑化する諸課題に対応できる 
   専門性の確保やサポート体制の構築 

 ● 福島県外の避難者支援の充実に向けた 
   財政支援 

 

今後の検討の方向性 

  将来を見据えた制度設計 
  必要な財政支援、人材の確保 

【要望内容】 

  避難生活が長期化する中で、避難者を取り巻く諸課題が深刻さを増し、さらに、今後は応急仮設住宅等から 

 新しい生活の場への移行による新たな課題も見込まれる。 

  このため、専門的見地から避難者を支援する体制の強化や、各種相談員の増員・連携などの取組、各種相談 

 員の安定的な確保等に対し、必要な財政措置を講じること。   



背景・課題 

● 震災の影響による人材の大幅減少 

● 避難の長期化に伴う保健医療福祉へのニーズ増 

≪人材不足が深刻化≫  
 ○医師・看護師 
  医師数……震災前   3,705人（Ｈ22年）   
       震災後   3,506人（Ｈ24年）≪199人減少≫  
  看護師数…震災前 24,115人（Ｈ22年） 
       震災後 23,616人（Ｈ24年）≪499人減少≫ 
 ○福祉・介護人材  
  県内の有効求人倍率：2.43倍（H26.6） 
  浜通り地域及び田村市・川俣町の介護職員数 
     震災前 約7,900人（H22年) 
     震災後 約6,900人（H25年）≪約1,000人減少≫ 
 ○保健師等 
  市町村等からの保健師等要望数 57名（H25.2） 必要な施策 

● 人材確保向けの事業の継続 

● 全国から被災地に医療従事者を 
  派遣するシステムの構築 

【要望内容】 

  原子力災害等の影響により医師や看護師、福祉・介護職員、保健師等、地域の医療・保健・福祉を担う人材 

 の不足が極めて深刻なことを踏まえ、全国から被災地に医療従事者を派遣するシステムの構築を始め、人材確 

 保対策を積極的に講じること。 
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《参考：病院常勤医師数の状況》 

現在の取組 

【医師・看護師】 

 ● 県内定着に向けた学生に対する修学資金貸与 

                ［H26予算：590,993千円］ 
                 （医師…572,459、看護師…18,534） 

【福祉・介護人材】 

 ● 有資格者の再就職支援、就職支度金制度、住まい確保等の支 
   援、人材マッチング支援、学生向け見学会、資格取得支援等 
                ［H26予算：444,483千円］ 

【保健師等】 

 ● 被災市町村等の保健専門職確保支援、人材確保に向けた 県機 
   関による被災者・被災市町村への保健活動支援活動等、被災 
   者支援           ［H26予算：500,000千円］ 



◆“ふくしま復興再生道路” 
 の早期整備 

吉間田滝根線、国道３９９
号、 
小名浜道路の 
国直轄による代行事業着手 

◆JR常磐線の 
    早期全線復旧 

原発事故による避難地域の復興と住民の帰還を加速 

一民間企業に負わせるべき課題で
はなく、国が責任を持って財政措
置を含めた早期全線復旧を確実に
促進すべき。 

[①JR東日本に対する国の指導] 
・地元自治体の要請も踏まえつつ、 
 全線復旧するよう指導すべき。 

・特に、避難指示区域の見直しに 
 合わせた運転区間の順次延伸に 
 ついても指導すべき 

[②JR東日本に対する国の財政支援] 
・赤字要件などの補助要件の緩和 
 等を行うとともに、ルート移設 
 等により現状の復旧から増加す 
 る事業費について国が支援すべ 
 き。 

・全線復旧を進める中で、単に復 
 旧にとどまらないJR常磐線の 
 基盤強化を検討すべき。 
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【要望内容】 

  原子力災害からの復興には長期間を要するという特殊な事情を踏まえ、福島の復旧・復興及び再生のため、 

 引き続き、福島復興再生特別措置法、福島復興再生基本方針、避難解除等区域復興再生計画などに即して、 

 「ふくしま復興再生道路」８路線のうち３路線の国直轄による代行事業の着手、ＪＲ常磐線の早期全線復旧 

 などのインフラの整備や町内復興拠点の整備促進、除染の確実な実施を図ること。 

現状 必要な施策 

「ふくしま復興再生道路」８路線の早期整備 
①小名浜道路 
②国道114号 
③国道288号 
④国道349号 

⑤国道399号 
⑥原町川俣線 
⑦小野富岡線 
⑧吉間田滝根線 
（   は国代行事業要請３路線） 

「JR常磐線」の早期全線復旧 

● 相馬～浜吉田間(H29年春頃の運転再開予定) 

● 竜田～原ノ町間(速やかな除染・運転区間延伸) 

町内復興拠点の整備 町内復興拠点イメージ 

（大熊町大川原地区） 

● 長期的復興の足がかり 
  となる復興拠点の整備 

除染の確実な実施 
● 除染の長期目標としての年間1mSv堅持 
● 追加的除染の具体的仕組みの構築 
● 帰還困難区域の除染の実施方針明確化 



【要望内容】 

  原子力災害により農産物や観光への風評が依然として深刻である一方、原子力災害を本県だけの事故に矮小化  

 するような風潮の拡大が懸念されている。 

  風評の払拭及び風化防止には､正確な情報を国内外に発信することを始め､大胆な取組やきめ細かな取組を組み 

 合わせつつ､本県の実情への理解の浸透を図ることが不可欠であることから､県や市町村､関係団体の取組に対する 

 財政支援を継続・拡充するとともに、政府においても情報発信や関係団体への働き掛けを積極的に行うこと。 
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現状・課題 

● 本県の農業産出額 

 

 

 

 

● 主要農産物価格の推移 

 

 

 
 
● 観光業 
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県の取組 

● 米の全量全袋検査のほか、 
  農林水産物のモニタリング検査の徹底 
● トップセールス 
● 日本橋ふくしま館ＭＩＤＥＴＴＥ 
● ＴＯＫＩＯによるＣＭなど 
● デスティネーションキャンペーン 
● 教育旅行の誘致・トップセールス 
●福島県の復興を応援する企業等の連携促進 

必要な施策 

● 農林水産物、観光の風評対策に対する財政支援 
  ・ふくしまから・はじめよう。農林水産物販売力強化事業 

  ・福島県教育旅行再生事業 など 

● 政府における情報発信や関係団体への働きかけ 
  ・政府広報を活用した情報発信 

  ・海外への情報発信 

  ・企業や団体への働きかけ 

  ・輸入規制の早期解除の働きかけ 

  ・渡航制限の解除  など 

(円/㎏) (円/㎏) 

(人/泊) 



【要望内容】 

  避難解除区域等における再生可能エネルギー導入による復興けん引を一層推進するため、発電設備等に関する 

 補助制度を継続・拡充すること。 

    また、再生可能エネルギーの大量導入に向け、送電網の強化のための財政支援措置を講じること。 

    さらに、本年４月に開所した産総研福島再生可能エネルギー研究所の立地効果を最大限発揮するため、福島 

 再生可能エネルギー次世代技術開発事業等について継続的な財政支援を講じること。 

現状 

《再エネ導入》 
 ● 避難指示区域等の12市町村全てで 
   被災農地等を活用して再エネを導入 
   したいとの強い意向 

 ● 立ち入り制限や原発トラブルなどの 
   条件不利により、これまで再エネを 
   導入したくても実施できず、固定 
   価格買取制度の恩恵もほとんど受け 
   られず。 

 ● さらに、避難指示区域等の山間部等の 
   送電網において、容量の制約が顕在化 

《産業集積》 
 ● H26.4に産総研福島再エネ研究所 
   が開所。 
   産総研が、県内企業の技術シーズの 
   詰まった製品等の事業化を後押し 

必要な施策 

● 再生可能エネルギーによる復興牽引を 
  一層加速するため、発電設備等に関す 
  る補助制度の継続・拡充等が必要。 

  ①「再生可能エネルギー発電設備等導入促進 
    復興支援補助金」の継続・拡充 
            （H26:約50億円） 

 ②「市民交流型再生可能エネルギー導入促進補 
   助金」の継続・拡充 
            （H26:約５億円）など 

● 再生可能エネルギー先駆けの地実現の 
  ための大量導入に向け、送電線や連系 
  変電所、出力変動を調整する設備の新 
  増設など、連系可能量を拡大するため 
  の施策が必要。 

● 産総研福島再生可能エネルギー研究所 
  を核とした、再エネの産業集積に向け 
  た財政支援 

 ・再生可能エネルギー次世代技術開発（H26:8億円） 

 ・産総研による福島再生可能エネルギー研究開発拠点機能強化(H26:16億円) 
 



【要望内容】 

  「東日本大震災被災地域の産業復興創造戦略」を踏まえ、更なる医療関連産業の集積を進めるため、本県に 

 拠点を整備しようとする医療関連企業への財政支援、救急・災害対応に関連する医療機器開発への財政支援を 

 講じること。 

現状 

● 医療福祉機器開発補助金の創設（H23年度3次補正）に 
  よって、低侵襲診断器や革新的治療機器、ニューロリハ 
  ビリ機器など、有望な医療機器開発を実施中 
  ⇒ これまで約５０件採択・支援 

● 医療機器開発は「試作品の山」と 
  言われる中で、 
  「福島発」の開発 
  の事業化が復興に 
  極めて重要。 

● 開発加速化に向け 
  た、本県独自の制度 
  として「福島医療・ 
  福祉機器開発・事業 
  化事業費補助金」が 
  創設(H26当初：18億円) 

※福島県医療機器開発・安全性評価センターの整備（H28年度開所予定） 
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■医療機器生産金額 

東日本大震災被災地域の産業復興創造戦略 
(H26.6.10 復興庁産業復興の推進に関するタスクフォース） 

福島県全体としても、既存企業の流出阻止と新規企業の立地促進
を図るとともに、再生可能エネルギー関連産業の集積や医療機器
関連産業の集積を進める。 

必要な施策 

● 福島医療・福祉機器開発・事業化事業費補助金」 
  (H26当初：18億円)の継続が必要 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

● 救急・災害対応医療機器開発への支援 

CYBERDYNE(株) 

「医療用ロボットスーツＨＡＬ」 
株式会社ニチオン  

「内視鏡下用 
    パワーアシスト鉗子」 

従来品 

開発品 

● 災害医療等の有識者からの視点を 
  参考に、これまでの研究開発試作 
  品に改良を加え、用途拡大するこ 
  とにより、新たな販路開拓と災害 
  時等に必要となる医療機器の確保 
  を図る。 

本  社：茨城県つくば市 
立地場所：郡山市 
土地取得面積：3000m2 

建物の種類：開発・生産施設 

本  社：千葉県船橋市 
立地場所：郡山市 
土地取得面積：1438.93m2 

建物の種類：製造工場建設 

《平成26採択事例》 

■仕様 
・幅・奥行30㎝、 
 高さ1m 
・乾電池駆動 
・軽量化10kg  
 持ち運び可能 

（例）透析システム(ポータブル) 



【要望内容】 

  原子力災害に伴い喪失した雇用や経済活力を創出するため、「津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助 

 金」、「中小企業組合等共同施設等災害復旧事業」、「緊急雇用創出事業」を始め、地域経済の復興に向けた支援 

 策を平成27年度以降も確実に講じ、十分な予算を確保すること。 

    併せて、被災地域の実情を踏まえ、水産加工業や食品製造業も含めたものづくり産業に携わる事業者の新製品開 

 発や新分野進出に資する設備投資等を支援すること。 

    さらに、避難指示区域内から避難した企業等が帰還することによって重層的で足腰の強い地域経済を確立してい 

 くため、一定期間内に帰還をして事業再開する場合に、現行制度を上回る新たな税制上の措置を講じること。 

津波･原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金の継続･拡充 

企業立地 
補助制度による支援 

福島県の 
産業復興の加速 

雇用創出・ 
地域経済活性化 

① 

③ 

② 

地域 上限 大企業 中小企業 

① 
30億円 

(特50億円) 
1年目2/3 

2年目~1/2 
1年目3/4 

2年目~2/3 

② 
30億円 

(特50億円) 
1/3 1/2 

③ 30億円 1/4 1/3 

《対象施設》工場、物流施設、サービス業施設 等 
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《参考》 
 ２つの立地補助金(※)の効果 
 ●採択企業数……約   550社 
 ●雇用予定人数…約6,700人 

●津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金 

避難解除区域等における雇用回復や地域活力の創造 

● 緊急雇用創出事業の継続が必要 

事業区分 実績（人） 

１震災等緊急雇用対応事業等 16,379 

２ふくしま産業復興雇用支援事業 19,355 

３地域雇用再生・創出モデル事業 905 

計 36,639 

（H26.6末現在） 

【参考】有効求人倍率(H26.6月) 

 ●有効求人倍率………1.44倍 
 ●常用有効求人倍率…1.20倍 
  ・うち事務……………0.38倍 
  ・うち販売……………1.51倍 
  ・うちサービス………2.13倍 
  ・うち製造……………0.84倍 
  ・うち輸送等運転……1.93倍 
  ・うち建設等…………3.60倍 
  ・うち配送・清掃等…0.71倍 
  ・うち介護……………2.43倍 

● 事業再開の原動力となる税制が必要 

【避難企業の現状】 【早期帰還事業者支援】 

 避難区域等12市町村から県
内外に避難した企業の 
約３割が「帰還する意思が
ない」(経産省企業訪問調査) 

一定期間内に帰還し、 
事業再開をする場合に、 
現行制度を上回る 
新たな税制上の措置 

※２つの立地補助金：ふくしま産業復興企業立地補助金（県制度）、津波・原子力災害被災地域雇用創出企業立地補助金（国制度） 
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【要望内容】 

  福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想は、浜通りの地域再生のエンジンになるもので 

 あり、地元の期待も極めて大きい。政府一体となった構想の推進体制を早急に構築するとともに、構想の具体 

 化に向かって必要な財政支援を講じること。 

    特に、国際産学連携拠点の整備や、災害対応ロボット技術開発については、構想の要となる事業であること 

 から必要な予算措置を確実に講じること。 

イノベーション・コースト構想(H26.6.23とりまとめ) 

《概要》 
 ① 国際廃炉開発研究拠点（放射性物質分析・研究施設） 

 ② ロボット開発・実証拠点 

モックアップ施設（屋内ロボット） 

災害対応ロボットテストフィールド（屋外ロボット） 

災害対応ロボット技術開発への支援 など 

 ③ 国際産学連携拠点 

 ④ 新たな産業集積 

スマート・エコパーク（災害廃棄物リサイクル・希少金属抽出） 

エネルギー関連産業(IGCC､LNG､洋上風力､産総研の研究開発など) 

 農林水産業プロジェクト（スマート農業など） 

 ⑤ インフラ整備 

骨太の方針2014(H26.6.24)（抜粋） 

原子力災害からの復興・再生については、（中略） 住民の帰還意向や地域 
経済の将来ビジョン15、復興の絵姿を踏まえた地域づくりの検討を推進する｡ 

脚注15  「「福島・国際研究産業都市（イノベーション・コースト）構想」平成26年 
    ６月23日、福島・国際研究産業都市(イノベーション･コースト)構想研究会） 

東日本大震災地域の産業復興創造戦略(H26.6.10)（抜粋） 

特に、福島県の浜通り地域については、「福島・国際研究産業都市（イノ
ベーション・コースト）構想研究会」での廃炉関連研究拠点等の検討を踏ま
えた新産業の創出集積を進めていく。 

必要な施策 

● 構想実現に向けて政府一体となった取組 

● まず、実現の第一歩として、 
  構想の要となる事業への 
  予算措置 

  ・国際産学連携拠点 

  ・災害対応ロボット技術開発支援 
        （H26：約７億円） 



必要な施策 

● ICTやロボット技術等革新的な技術の積極 

  導入により最小の従事者で効率的な生産活 

  動を行うスマート農業を実践し、農業の再 

  開、避難者の帰還に結びつける必要。 

● 自動化や軽労化、高付加価値化等の先端技 

  術を､民間企業と試験研究機関(浜地域農業 

  再生研究センター等)が共同して研究･実証 

  を行い、当該地域はもとより全県も視野に 

  入れた普及にも貢献。 

背景・課題 

１ 避難解除区域等における農林水産業再開の必然性 
 ○ 避難解除区域等は、元来、農林水産業が盛んであり日常生活に 
   おいて自然の営みとして受け入れてきた地域。 

 ○ 当該地域における農林水産業の再開は、できないから帰還しな 
   い、帰還しないからできないという因果性のジレンマから脱却す 
   るための地域の復興の要として不可欠である。 

２ 福島県営農再開支援事業による取組 
 ○ 市町村や農協等が行う除染終了後から営農が再開されるまでの間 
   の農地等の保全管理や営農再開に向けた作付実証等を支援。 

 ○ 平成29年度までに、生産の断念を余儀なくされた農地面積の６割 
   の営農再開を図ることとしている。 

３ 農林水産業への革新的次世代技術の導入 
 ○ 原発事故の深刻な影響を受けた避難解除等区域の農業の再生には､ 
   従来の農業の再生に加え、ICTやロボット技術を活用した、革新 
   的な次世代型先端農林水産業の実践及び関連産業への波及・ 集積 
   を、全国に先駆けて推進していく必要がある。 

 ○ こうした農林水産業に魅力を感じる次世代の担い手を確保・育成 
   するとともに、関連産業等が雇用を生み出すことで帰還に寄与。 

（参考）震災前の浜通りの農林水産業 

【恵まれた自然環境＝何でも作れて何でも採れる】 
 ・豊富な日照、温暖な気候 ・豊富な森林資源 ・潮目の海、豊かな漁場 
【農林水産業周辺環境】 
 ・豊富なエネルギー資源（日照・木材）・常磐自動車道等交通インフラ 
【農業を自然の営みとして受け入れてきた人々】 
 ・農家率…25.9%(県13.4%)・専業のシェア率…16.5%(18.4%) 

【要望内容】 

  農林水産業の原子力災害からの復興に向け、スマート農業を始めＩＣＴやロボット等先端技術の積極導入に 
 よる、超省力・高付加価値生産の実現に必要な予算措置を積極的に講じること。 

（参考）避難解除区域等におけるイノベーション 
              （第４回イノベーション・コースト構想研究会・県提出） 

農林水産業のイノベーションの考え方 

原発災害を克服した農林水産業の再生 
● 従来の農業等の再生に加え､原発事故の深刻な  
  影響を受けた浜通りだからこそのイノベーティ 
  ブな先端農林水産業を先駆けて実施。 
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農 林 水 産 業 の 成 長 産 業 化 

産学官連携 
（大学、研究機
関、自治体等） 

国際産学連携拠点 

他産業との
連携・融合 
（ＩＴ、ロボット 

産業等） 

(仮称)浜地域農業再
生研究センター 

農業関連企業 
･流通との連携 

（市場ニーズへの 
高度な対応） 

避難地域の 
農林漁業者の 
帰還促進 



背景・課題 

● 福島再生加速化交付金 
  …避難地域の復興を後押しするための最重要の支援制度 

● 一方で、避難地域の市町村長からは、加速化交付金につ 
  いて施設運営費への支援等への交付など、改善要望が出 
  されている。 

（参考）福島再生加速化交付金（再生加速化） 
     （H25:512億円、H26:1,088億円 計1,600億円） 
 ○目的 
  福島第一原発事故による避難指示等に伴い復興・再生が遅れている地域 
  の自主的・主体的な取組を支援し、避難住民の早期帰還を促進し、地域 
  の再生を加速化させる。 

 ○対象事業（新規36事業） 
 ＜基幹事業＞ 
   ・避難市町村における復興拠点の形成 
     （帰還者や新規転入者のための公的賃貸住宅の整備） 
   ・線量低減効果のある・放射線不安を払拭する生活環境向上 
     （道路側溝の蓋や遮蔽板の設置） 
   ・農業の再開に向けた農地・農業用施設等の生産基盤等の整備 
   ・商工業の再開に向けた産業団地や賃貸事業所等の整備 
 ＜効果促進事業＞ 
   基幹事業と関連し避難市町村等が自主的･主体的に実施するｿﾌﾄ事業等 
 

【要望内容】 

  福島再生加速化交付金について、避難市町村等の意向を踏まえ、現在３６事業に限定されている基幹事業につい 

 て、広域的な特別養護老人ホームの整備等を追加するとともに、既存施設の解体撤去費用を対象とするなど、対象 

 事業・経費を拡充すること。 

    また、効果促進事業について、例えば、基幹事業により整備した施設を条件不利を抱えながら運営するための費 

 用について対象とするなど、基幹事業との関連性を弾力的に認め、避難市町村等が復興計画に基づき自主的かつ主 

 体的に実施する事業を幅広く対象とし、基幹事業の３５％相当分を一括配分すること。 

必要な施策 

 
 
 
 
 

● 長期かつ十分な財政支援 
● 対象事業・経費の拡大 など 

求める改善点等 

避 難 市 町 村 の 復 興 
復興拠点の整備 農業の再開に 

向けた環境整備 

避難者の良好な 
生活環境整備 

産業団地等の整備 

【市町村からの要望等を踏まえた具体的な改善要望(例)】 
 ● いわき市など避難地域への対象地域の拡大 
 ● 中長期的に事業を実施するための基金積み立て 
 ● 広域的な特別養護老人ホームの整備費等の追加 
 ● 既存施設の解体撤去費用の経費への追加 
 ● 避難者と地域住民が集う交流施設整備費の追加 
   ・コミュニティ維持等のため復興公営住宅の集会施設と別に整備すべき 

 ● 施設整備等に当たっての土地取得・造成費の追加 
 ● 基幹事業により整備した施設等を運営するための経費の追加 
   ・条件不利を抱えながら帰還の最前線で運営を支援すべき 


